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令和６・７年度法務局地図作成事業 

○事業受託者： 

公益社団法人福島県公共嘱託登記土地家屋調査士協会（以下「公嘱協会」という。） 

 

 

 

 

 

 

○計画機関：法務局  作業機関：公嘱協会 

   ・筆界の特定要素となるような資料の収集 

   ・関係官公署等との打合せ 

 

 

 

 

 

 

○作業機関：公嘱協会 

地図作成の骨組みとなる大切な測量で、２年目作業において、土地所有者の皆様に立会

いをしていただいた後に各土地の測量を行う一筆地測量のよりどころとなるものです。 

事業実施地区内及びその周辺に設置された公共基準点を基に、地区内の道路等に基準

点（３級及び４級）標識を設置し、測量します。 

   基準点標識は、基本的には道路等に設置することとしていますが、私有地（宅地・農地

（田・畑）の畦畔等）に設置せざるを得ない場合があります。 

   私有地に基準点標識を設置する場合には、事前に所有者の方の承諾を得て、設置するこ

ととしていますが、所有者が確認できない場合でも、事業進捗の都合上設置させていただく

場合がありますので、あらかじめ御了承いただきますよう、お願いいたします。 

 

 

令和６年７月 

令和６年８月～令和７年３月頃 

○準備作業（各種資料の収集及び検討） 

○基準点測量・標識設置作業 

令和６年１０月～令和７年１月頃 



 

 

○計画機関：法務局  作業機関：公嘱協会 

   土地所有者の皆様により深く作業内容を御理解いただくために、「所有者説明会」の開催

をしています。 

なお、新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行していますが、完全に終息した状

況ではないため、現状では土地所有者等の皆様の安心・安全を第一に考え、説明会を行わ

ずに説明資料の送付をもって替えさせていただきます。 

 

 

 

 土地家屋調査士法第６３条の規定するところにより、「官庁、公署、その他政令で定める公共

の利益となる事業を行う者による不動産の表示に関する登記に必要な調査若しくは測量又は

その登記の嘱託若しくは申請の適正かつ迅速な実施に寄与することを目的」とする公益法人

として設立された組織です。 

 

 

  

法務局地図作成事業に従事する者は、福島地方法務局長が発行する身分証明書を携帯

するとともに、法務局の腕章を着用して作業を行います。 

 

○所有者説明会   

○公益社団法人 福島県公共嘱託登記土地家屋調査士協会とは？ 

○身分証明書の携帯及び腕章の着用について 
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  ○作業機関：公嘱協会 

   関係官公署及び土地所有者の皆様等の御協力をいただきながら、おおむね土地の配列

に従って一筆ごとにその境界を確認し、境界標の探索、所有者・地番・地目の確認、利用状

況等を調査します。 

   この作業においては、私有地に立ち入らせていただく場合や、所有者の確認のため、お

声掛けさせていただく場合もありますので、御理解と御協力をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

  ○作業機関：公嘱協会 

   事業実施地区内の土地所有者又はその代理人の方に立会いをしていただき、一筆ごと

に境界や地番・地目等を確認させていただきます。 

 

 土地所有者又はその代理人の方の立会いは、非常に重要な作業

となります。たとえ区画がはっきりしていて問題がないと思われる場

合でも、立会いは必要となります。立会いの日時等は事前にお知ら

せしますので、御理解と御協力をお願いいたします。 

 皆様が認識する土地の筆界線が隣接土地所有者の方の認識と一致しない場合や、立会い

がない場合は、地図に筆界線を引くことができず、「筆界未定地」として処理せざるを得ない場

合があります。  

 

 

 

 

 

  ○作業機関：公嘱協会 

   一筆地調査（境界立会い）が終了し、一筆ごとの境界が確定次第、測量を実施させていた

だきます。測量に際して、土地所有者又はその代理人の皆様の立会いは不要です。  

令和７年１月頃～５月頃 

○現地事前調査・現況測量 

令和７年４月～７月頃 

○一筆地調査（境界立会い） 

令和７年５月～９月頃 

○一筆地測量 



 

 

 

 

 

○計画機関：法務局 作業機関：公嘱協会 

   一筆ごとの測量が終了しますと、土地所   

有者の皆様に実測図とともに縦覧の案内 

を送付させていただきます。 

   実測図には、本事業の成果による測量成果及び地目等が記載されていますので、内容を

御確認願います。 

 

 

 

 

 

 

○計画機関：法務局 作業機関：公嘱協会 

   測量の結果に基づいて作成した図面を一定期間皆様に 

確認していただき、仮に、間違いや疑問な点があれば申し出ていただきます。 

   送付させていただく実測図の内容に御質問等がある場合は、縦覧会場にお越しください。 

   御質問等がなければ来場は不要です。 

 

 

 

 

 

 

○作業機関：法務局 

調査・測量の結果、地目や地積（面積）が登記記録と一   

致しない土地については、登記官が今回の成果に基づい   

て職権で登記を行います。 

また、今回の事業により作成された地図及び地積測量図を法務局に備え付けます。 

 

 

 

 測量に必要な経費については、個人負担はありません。 

 ただし、境界確認の際に立会っていただくための交通費などの経費は個人負担となります。 

 なお、境界が確定した土地の各境界には、金属プレートや金属鋲などの境界標識を無

償で設置しますが、それ以外のコンクリート杭等の標識は、有償での設置となります。 

令和７年１１月～１２月頃 

○実測図の送付 

令和７年１２月 

○縦 覧 

令和８年１月～３月 

○職権登記 

○測量の費用について 


